
多摩都市モノレール株式会社に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所    見 所見に対する回答 

１．運賃等に関する事項 

（１）関係法令、通達に基

づく諸手続等 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連絡運輸・乗継割

引・企画乗車券等 

 ①連絡運輸 

 

 

 

 

 

・ 多摩都市モノレール株式会社（以

下「多摩都市モノレール」とい

う。）においては、運賃設定・改

定に係る認可の諸手続きは、関係

法令、通達に基づき適正に処理さ

れている。 

なお、現行の鉄道運賃は、平成２

６年３月４日に認可を受け同年

４月１日より実施している。 

また、鉄道運輸規程第４条に基づ

く運賃表、旅客列車の時刻表その

他運輸上必要となる旅客営業規

則等の備え付け、鉄道運輸規程第

８条に基づく運賃表、時刻表の掲

示については、現地調査を行った

各駅において適切に実施されて

おり、鉄道運輸規程第１２条に基

づく乗車券の券面表示（通用区

間、通用期間、運賃額及び発行の

日付）については、適正に記載さ

れていた。 

 

 

 

・ 連絡運輸については、利用者利便

の向上を図る観点から、通勤・通

学定期券の連絡運輸を、東日本旅

客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日

本」という。）、西武鉄道株式会社

 

・ 関係法令、通達に基づき適

正に処理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 運賃改定・改定に係る認可の諸手

続き、運賃表・時刻表の掲示、旅

客営業規則等の備え付け、乗車券

の券面表示等については、今後と

も関係法令、通達に基づき適正に

行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

②乗継割引 

 

 

③企画乗車券 

 

 

 

 

 

 

④福祉割引 

 

 

 

 

 ⑤ＩＣカードシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）駅務機器類関係 

 

（以下「西武鉄道」という。）、京

王電鉄株式会社（以下「京王電鉄」

という。）、小田急電鉄株式会社（以

下「小田急電鉄」という。）、東京

都交通局、相模鉄道株式会社、東

京急行電鉄株式会社の７社と実施

している。 

 

・ 乗継割引については実施していな

い。 

 

・ 企画乗車券については、利用促進 

等を図ることを目的に、全線乗り 

降り自由の｢一日乗車券｣、一日乗 

車券と沿線施設の入場券・割引券 

がセットになった｢多摩モノレー 

ルセット券｣等を販売している。 

 

・ 身体障害者及び知的障害者に対す

る運賃の割引は実施されている

が、精神障害者に対する運賃割引

については実施していない。 

 

・ 利用者利便の向上を目的に、平成

１９年から「ＰＡＳＭＯ」システ

ムの導入をしている。 

ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」と相

互利用することができ、ＩＣカー

ド利用率は、平成２７年度末時点

で定期が９４．８％、定期外が８

２．３％となっている。 

 

・ 自動券売機、自動改札機等の駅務

機器類の設置については、「駅務機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 利用実態と外客を含む利

用者ニーズを把握して、他

社との連携による、より充

実した企画商品の提供が

期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＩＣカードシステムについ

ては、利用者にも利便性の

高いサービスであること、

システム開発や駅務機器

の設置などの多額の設備

投資を行っていることか

ら、一層の普及促進に向け

た取り組みが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 企画乗車券については、利用実態

と外国人のお客さまを含むお客さ

まのニーズ等を把握し、他社との

連携による、より充実した企画商

品の提供に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＩＣカードシステムの普及促進に

ついては、お客さまのニーズ等を

把握し、積極的に取り組んでまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

（４）運賃・料金の誤表示、

誤収受関係 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）その他 

①偽造紙幣等の対応 

 

 

 

 

 

②無料乗車証 

 

 

 

 

器設置基準」に基づき、輸送人員

等を考慮し全１９駅に設置してい

る。 

駅務機器類の故障発生時における

処理体制については、｢異常時対応

マニュアル｣に基づき対応してい

る。  

 

・ 運賃の誤表示、誤収受については、

過去３ヶ年においては、平成２６

年１２月に駅券売機における釣銭

誤装填が発生している。誤収受の

原因としてはヒューマンエラーに

よるつり銭の誤混入であった。駅

係員の再教育を実施、｢締切作業手

順マニュアル｣制定するなど、再発

防止に努めていることを確認し

た。 

運賃の誤表示については、｢運賃表

誤表示の防止・対応マニュアル｣に

基づき適宜対応している。 

 

 

・ 偽造紙幣等が発見された場合、｢異

常時対応マニュアル｣に基づき、発

生箇所から管理駅、本社への報告、

関係各所等への連絡や社内での情

報共有の体制が整備されている。 

 

・ ｢無賃乗車証規程｣を定めており、 

乗車証は、株主優待乗車証及び職

務乗車証の２種類となっている。 

 また、作業等により駅改札内への

出入りが必要な委託業者について

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 運賃収受の信頼性の確保

は、鉄道事業者の社会的信

用を維持するために最も

重要な課題であることか

ら、今後とも誤表示や誤収

受の発生防止に向け、ソフ

ト・ハードの対策への積極

的な取り組みが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後とも運賃の誤表示や誤収受の

発生防止に向け、ソフト・ハード

ともに積極的に取り組んでまいり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

③個人情報の取扱い 

 

 

 

は、｢通行証発行基準｣に基づき通

行証が発行されている。 

 

・ 個人情報については、平成１７年

の個人情報保護法の全面施行に伴

い社内通達に基づき対策を講じて

いるところであるが、平成２６年

２月に、遺失物の発見時における

帳票類を紛失する事象があり、原

因として保存期間前に誤って破棄

した可能性が大きいと考えられ

る。個人情報の取り扱い等情報セ

キュリティについて、全社員を対

象に教育を実施するとともに、個

人情報に係る帳票類の保管方の見

直しを行い、再発防止に努めてい

ることを確認した。 

 

 

 

 

・ 個人情報の取り扱いについ

ては、鉄道事業者の社会的

信用を維持するために最も

重要な課題であることか

ら、今後とも、個人情報の

取り扱いについて積極的な

取り組みが望まれる。 

 

 

 

・ 個人情報の厳正な取り扱いについ

ては、今後ともソフト・ハードと

もに積極的に取り組んでまいりま

す。 

 

２．情報提供に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ホームページについては、運行情

報、運賃情報、時刻表等鉄道、利

用に関する基本情報が適切に提供

されており、割引切符や沿線情報、

イベント情報等利用者サービスの

コンテンツも充実している。また、

４カ国語（日本語・英語・中国語・

韓国語）に対応している。 

ホームページの他にも広報誌、駅

や車両内でのポスター掲示、Ｔｗ

ｉｔｔｅｒなど様々な媒体を通じ

て鉄道の利用等に関する様々な情

報を提供している。 

 

・ 今後とも、利用者に対し、

よりわかりやすい方法で

各種情報の提供を積極的

に行っていくことが期待

される。 

 

 

・ 今後ともホームページ等を活用

し、お客さまへわかりやすく積極

的な情報提供に努めてまいりま

す。 

 

 



３．駅等での案内情報に関

する事項 

（１）案内サイン表示の整

備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）バリアフリー施設の

案内サイン表示の整備状

況 

 

 

（３）列車での案内情報の

提供状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）外国人観光旅客等へ

の情報提供等の対応 

 

 

・ 案内表示設備等の整備については、

基本的な運賃表、時刻表、路線図等

が適切に掲示されており、駅周辺地

図についても全駅において掲示さ

れている。また、全駅において２カ

国語（日本語・英語）によるピクト

グラム表示を行っており外国人観

光客への案内情報の提供にも努め

ている。 

全駅における駅構内の階段等にお 

いて、上り方向には「青色表示」、 

下り方向には「黄色表示」を用い 

て案内表示を行い移動円滑化を図 

っている。 

 

・ 全駅にエレベーター、エスカレー 

ター、多機能トイレが整備されて

おり、その全ての駅において適切

なサイン表示が行われている。 

 

・ 車内案内表示器および正面行先表

示器について、鉄道車両用表示シ

ステムとしては日本で初めてカラ

ーユニバーサルデザインマークを

取得し、全編成に導入して４カ国

語（日本語・英語・中国語・韓国

語）による案内表示を行っており、

外国人観光旅客等への配慮にも努

めている。 

  

・  駅における２カ国語案内表示及び

列車における４カ国語案内表示に

 

 

・ 今後とも、案内情報につい

ては、適宜点検を実施し、

的確かつ利用者ニーズに

合致した情報提供に努め

ることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 案内情報については、今後とも適

宜点検を実施し、お客さまのニー

ズに合致した情報提供に努めてま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



よる案内情報の提供の他、４カ国

語によるホームページ開設等、外

国人観光旅客等への情報提供に努

めている。 

 

 

 

４．バリアフリー対策に関

する事項 

（１）鉄道駅のバリアフリ

ー化の状況と計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ソフト面におけるバ

リアフリー対応 

 

 

 

 

 

（３）その他（ホームド

ア・可動式ホーム柵の整

備） 

 

 

 

 

 

 

・ １９駅の全駅について段差解消が

されており、１日の乗降人数が３，

０００人未満である３駅を含む全

駅にエレベーター、エスカレータ

ー及び多機能トイレが設置されて

いる。また、車椅子やベビーカー

でもスムーズに車両に乗り降り出

来るよう、全駅においてスロープ

板がホーム階に常設されており、

移動円滑化が図られている。 

 

・ 平成１６年よりサービス介助士の

資格取得に取り組んでおり、現在

１３７名の社員が取得済みであ

る。 

 

 

 

・ 開業より全駅に可動式ホーム柵が

設置されている。ＬＥＤ表示器や

構内放送による利用者への注意喚

起等、プラットホームからの転落

防止対策を講じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 鉄道を安心して利用してい

ただくための積極的な取り

組みとして評価できるもの

であり、引き続き接客技能

の向上に努めることが期待

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後ともサービス介助士の資格取

得をはじめとして、引き続き研修

等を通じて接客技能の向上に努め

てまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．外国人観光旅客等への

対応に関する事項 

（１）企画乗車券（外国人

観光旅客等向け） 

 

 

 

 

（２）駅における案内サイ

ン表示の整備状況 

 

 

（３）列車内の案内情報の

提供状況 

 

 

（４）外国人観光旅客等へ

の情報提供等の対応 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外国人観光客向けの企画乗車券の

設定はない。 

 

 

 

 

・ 全駅において２カ国語（日本語・

英語）による案内表示を行ってい

る。 

 
・ 全車両において４カ国語（日本語・

英語・中国語・韓国語）による案

内表示を行っている。 

 

・ ホームページの４カ国語対応のほ

か、有人駅に乗換案内、沿線施設

案内、筆談、翻訳アプリを有した

タブレット端末を配置する等、外

国人観光旅客等への情報提供に努

めている。 

 

 

・ 沿線には観光資源もあるこ

とから、外国人観光客の滞

在需要を検証し、需要の喚

起や利便性向上について

検討すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 企画乗車券（外国人のお客さま等

向け）については、滞在需要を検

証し、需要の喚起や利便性向上に

ついて引き続き検討してまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．乗継円滑化措置に関す

る事項 

（１）直通運転等の実施に

ついて 

 

（２）ダイヤ調整 

 

 

 

 

・ 他社線との直通運転は実施してい

ない。 

 

・ 接続する西武鉄道、京王電鉄及び

小田急電鉄と終電が遅延した場合

の措置については、状況により運

輸指令を通じ調整を行っている。 

 

 

 

 

 

・ 引き続き、他の鉄道事業者

と緊密な連携を図り、利用

者利便を勘案した乗継円滑

化の検討が期待される。 

 

 

 

 

 

・ 今後とも他の鉄道事業者と緊密な

連携を図り、お客さまの利便性向

上に努めてまいります。 

 

 



７．事故等による輸送障害

時の旅客対応に関する事項 

（１）輸送障害等発生時の

連絡体制等 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用者等への情報提

供等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 輸送障害等が発生した場合の対応

方法については「危機管理計画（運

用指針）」等をもとに実施してい

る。実際に輸送障害等が発生した

場合は、障害発生場所から速やか

に運輸指令へ通報し、運輸指令か

ら各列車及び各駅等に連絡するこ

ととなっている。 

 

・ 輸送障害時の旅客への情報提供に

ついては、運輸指令より各列車、

各駅へ連絡を行い、連絡を受けた

列車や各駅は「接遇マニュアル」

により車内放送や駅の構内放送を

行っている。無人駅が１９駅中１

０駅あることから、輸送障害時の

旅客への情報提供については、管

理駅から管内無人駅構内への一斉

放送による案内を行っている。ま

た、車内では車内放送、駅では旅

客案内表示システム（ＬＥＤ表示

器）や全駅の改札口付近には告知

板の掲出により、運行状況、輸送

障害の内容などを表示すると共に

ホームページにも掲載している。

接続する他社線の運行情報は、車

内放送により旅客への情報提供が

行われている。 

無人駅からの連絡体制はインター

ホンを使用し、各管理駅（多摩セ

ンター、高幡不動、立川北、玉川

上水）へ繋がり、通話できること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

（３）振替輸送等 

 

 

 

 

 

 

 

（４）遅延証明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）輸送障害等に対応し

た社員への教育・訓練 

となっている。また、無人駅から

の通話は、監視カメラを活用して

利用者を確認しながら通話が行え

る。 

 

・ 振替輸送については、「振替輸送規

則」に基づき、運輸指令が復旧見

込み時間及び旅客の状況等を判断

し、ＪＲ東日本、西武鉄道、京王

電鉄、小田急電鉄、京王バス株式

会社、立川バス株式会社、西武バ

ス株式会社で実施している。 

 

・ 遅延証明書については、１０分以

上の遅延が発生した場合に、旅客

の申し出があった場合は有人駅

（９駅）で発行し、無人駅利用者

は、後日でも申告があった利用者

へは有人駅で配布することとして

いる。また、平成２５年１０月よ

り、ホームページによる遅延証明

書の発行を掲載し、利用者へのサ

ービス向上の取り組みが図られ

た。 

 

・ 輸送障害時を想定した訓練につい

ては、毎年計画的に行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 引き続き、利用者へのサー

ビス向上に向けた取り組

みが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後とも、年間を通して計

画的な訓練や教育を実施

し、全社的に安全で迅速か

つ的確な対応が行えるよ

うな取り組みが期待され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後ともお客さまへのサービス向

上に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 輸送障害等に対応した訓練につい

ては、今後とも効果的な訓練とな

るよう計画的に実施してまいりま

す。 



８．災害時等の旅客対応に

関する事項  

 

 

 

 

 

・ 自然災害の対応については「災害

対策規程」を制定しており、暴風

雨、降積雪、地震ごとに発令基準

を設け、レベルに応じた防災体制

をとるよう定めている。災害時訓

練として自治体や警察、消防との

合同訓練も計画的に実施してお

り、平成２７年９月には地震を想

定した合同防災訓練を実施するな

ど安全対策の徹底に努めている。 

 

・ 今後とも、災害発生時等に

安全に旅客を避難・誘導す

るとともに、沿線自治体や

警察、消防と連携した対応

が行えるよう、さらなる計

画的かつ継続的な教育・訓

練の実施が期待される。 

 

・ 災害発生時等に対応した訓練につ

いては、今後とも効果的な訓練と

なるよう沿線自治体や警察、消防

との連携も含め計画的かつ継続的

に実施してまいります。 

９．利用者からの意見等に

関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 利用者からの意見等は、駅係員に

対し直接申し出られたものの他、

メール、電話、手紙、ＦＡＸ等各

種手段で受け付けている。 

利用者からの意見等は、全社員に

周知を図るとともに全ての情報に

ついて社内への水平展開を行って

いる。 

また、利用者からのご意見等は、

社内で協議し、改善できる点につ

いては早急に改善し、早急に改善

できない意見については今後の業

務改善における検討課題とする

等、全ての意見に対する回答を担

当部門により行っている。 

 

・ 今後とも、利用者の意見・

要望等を取り入れ、一層の

サービス改善・利便の向上

に努めることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

・ 今後ともお客さまのご意見・ご要

望を積極的に取り入れ、一層のサ

ービス改善・利便の向上に努めて

まいります。 

１０．係員の接遇等に関す

る事項 

（１）移動制約者対応への

教育 

 

 

 

 

・ サービス介助士の資格取得に取り

組んでおり、平成２７年度末現在

では、駅係員、乗務員等の１３７

名が資格を取得している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）上記以外の接遇に関

する研修 

 

 

 

（３）係員の勤務状況 

 

 

（４）旅客の犯罪に関する

駅職員等の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）係員の配置 

 

 

 

 

｢交通バリアフリーマニュアル｣

を作成し業務に活用しており、毎

月実施される｢乗務管理所・駅務

管理所月例教育｣で定期的にバリ

アフリー教育を実施している。 

車椅子の利用については、基本的

には、利用者に事前に連絡をして

もらい、サービス介助士の資格を

持った職員が介助を行っている。 

 

・ その他の研修については、外部講

師を招いて、指令員、乗務員、駅

係員及び本社社員を対象に接遇研

修を行っている。 

 

・ 過去３年間に駅係員についての不

祥事は発生していない。 

 

・ 旅客の暴力行為、迷惑行為につい 

ては、平成２６年度に１８件、平 

成２７年度に２０件発生してい 

る。主な内容は、痴漢、盗撮行為、 

暴力行為などである。 

警察に対し全線乗車可能の通行証

を発行し、巡回を依頼している。

所轄警察署に報告・相談・出動を

要請するなどの連携体制が整備さ

れている。 

 

・ 全１９駅中、１０駅を無人駅、４

駅は時間帯無人駅としており、無

人駅については、インターホンを

利用し管理駅にて対応し、必要に

応じ係員を向かわせる連絡体制が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 引き続き、定期的な研修の

実施と接遇に係る研修の

さらなる充実が期待され

る。 

 

 

 

 

・ 引き続き、警察との連携強

化を図るとともに、暴力等

迷惑行為の防止に努める

ことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 接遇研修等については、今後とも

効果的な研修となるよう計画的に

実施してまいります。 

 

 

 

 

 

・ 今後とも警察と連携し、暴力等迷

惑行為の防止に努めてまいりま

す。 



 

 

（６）業務委託に関する事

項 

 

整備されている。 

 

・ 業務委託については、一部駅にお

いて定期券発券業務を委託してい

る。 

 

１１．その他のサービスに

関する事項 

（１）携帯電話の取扱 

 

 

 

 

 

（２）優先席 

 

 

 

 

 

 

 

（３）健康増進法への対応

（受動喫煙防止対策） 

 

 

（４）ベビーカー対応 

 

 

 

 

（５）女性専用車両の導入

やマタニティマークに

 

 

・ 「優先席付近は、混雑時には携帯

電話の電源をお切りください。」と

いう扱いにし、その旨、車内放送、

ステッカー及び駅表示器で周知し

ている。 

 

・ 優先席は、１編成で４カ所設置し

ており、車内放送、駅表示器及び

啓発ステッカーによる案内を実施

するとともに、シンボルマークの

掲示や優先席のシートの色を変え

ることにより、利用・認識しやす

いように工夫している。 

 

・ 各駅舎内、全編成全車両内とも全

面禁煙としており、放送案内によ

り周知している。 

 

・ ベビーカーの取扱については、折

りたたまずに車内に持ち込めるこ

ととしており、特に利用制限は設

けていない。 

 

・ 女性専用車両の導入は行っていな 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

（６）遺失物の取扱 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）ＡＥＤ設置について 

 

マタニティマークについては、車

内優先席付近へのステッカー表示

等により鉄道利用者に対する妊婦

への配慮についての啓発を行って

いる。また、有人駅８駅において

キーホルダーの配布を行ってい

る。 

 

・ 遺失物の取扱いについては、「遺失

物取扱規則」を定め、列車、駅、

鉄道用地内において拾得の届出の

あった遺失物は、｢拾得物預り書｣

を発行し、管理駅に送付、｢遺失物

送付書｣を作成し、遺失物センター

へ送付され、拾得日から７日以内

に所轄警察署へ届けている。 

 

・ ＡＥＤについては、全駅に設置を

している。 

 


